
地方財政の充実・強化を求める意見書

我が国経済・雇用情勢は，復興需要等を背景に緩やかな回復傾向にあるものの，欧州債務危
機の再燃不安から円高が加速し，景気後退と雇用への影響が懸念されるところである。
このような中で，地方自治体においては，地域経済と雇用対策の強化が求められるとともに，

子育てサービスや医療・介護・福祉の充実，農林水産業の振興，新エネルギーの普及などの環
境対策等の分野で果たす役割が高まっており，そのための安定した財源の確保が重要となって
いる。
平成２４年度地方財政対策においては，平成２３年度と同水準の地方一般財源の総額が確保

されたものの，少子高齢化に伴う社会保障関係費の増嵩や国の経済対策等に呼応して公共投資
等を実施してきた結果，借入金残高が累増し，公債費が高い水準で推移すること等により，地
方自治体は厳しい財政運営を迫られている。このため国の平成２５年度予算の編成にあたって
は，財政基盤の脆弱な地域の実情に十分配慮するとともに，増大する地方の行政需要に対応し
た予算措置が必要である。
よって，政府におかれては，平成２５年度の地方財政計画の策定にあたっては，次のとおり

措置されるよう強く要請する。

記

１ 東日本大震災の被災自治体に対する復旧・復興費については，国の責任において財源を確
保し，自治体全体の財政に支障が出ることがないよう十分な措置を講じること。

２ 地域経済と雇用対策の強化，子育て及び医療・介護・福祉の充実，農林水産業の振興，新
エネルギーの普及などの環境対策等，今後増大する行政需要を的確に取り入れるとともに，
過疎地域や離島の条件不利地域及び自主財源に乏しい地域に最大限配慮すること。

３ 地方財源の充実・確保に向けて，地方交付税の法定率引上げ，税源移譲の促進，地方消費
税の拡充，国の直轄事業負担金改革による適切な財政措置など，抜本的な対策を講じるとと
もに，地方交付税の財源保障機能と財源調整機能を強化すること。

４ 地方自治体は，国に先んじて職員定数の削減や独自の給与削減などに取り組んできており，
国の財源確保のための国家公務員の給与削減措置に準じる形で，地方公務員の給与引き下げ
を前提とした地方交付税及び義務教育費国庫負担金の削減等を行わないこと。

５ 国の経済対策による基金事業について恒常的に取り組むべきものや，既存の国庫補助事業
の振替・拡充として創設されたものについては，基金終了後も引き続き事業が実施できるよ
う必要な財源措置を講じること。

６ 国の制度創設や改正に際しては，国の予算計上の都合による一方的な地方負担の創設や国
庫補助率の引き下げなど，地方への負担転嫁を行わないこと。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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